平成２３年度　政務調査費　先進都市調査報告書
	会派名
	新緑会　　

	議員名
	羽立秀光、早坂博

	調査実施年月日
	平成２４年２月３日（木）　１５：００～

	調査先　自治体名等
	大阪府堺市

	調査項目
	★「環境都市推進事業」について

	調査目的
	　温室効果ガスの削減への取り組みについての調査

	報告内容

実施したこと
	１　視察先（市町村）の概要

　人口：８４２，１３４人（Ｈ２３．４．１現在）　行政面積：１４９．９９ｋ㎡

２　視察内容

· 「環境都市推進事業」について

　堺市では、平成２１年１月に先導的な取り組みにより大幅な温室効果ガスの削減に挑戦する「環境モデル都市」として国から認定を受け、その後、市民・企業・大学等研究機関が一体となって温室効果ガスの削減の取り組みを進めることや、２１世紀型の豊かな社会を築くため、同年３月「堺・クールシティ宣言」が堺市議会で決議されました。
　また、環境モデル都市としての行動計画として、①産業構造の転換（エネルギー・イノベーション）、②都市構造の変革（モビリティ・イノベーション）、③環境文化の創造（ライフスタイル・イノベーション）の３つの戦略が立てられました。

1 産業構造の転換（エネルギー・イノベーション）
　　各種省エネ技術や新エネルギーの導入等により、エネルギー資源を大量消費する現在の産業構造を低炭素型へと転換する。具体的な動きとして、太陽光パネル製造で有名なシャープがグリーンフロント堺の愛称で環境に配慮した工場の運営を行い、製造したパネルを使用し関西電力がメガソーラー発電所の建設・運営を行う。堺市は、どう発電所の普及啓発事業等で参画。

2 都市構造の変革（モビリティ・イノベーション）
　　自転車を活かし、歩いて楽しいまちづくりの推進。具体的には、市民や来訪者が自由に自転車を借りることができるコミュニティサイクルシステムの挿入、自転車走行により快適にするため、市内を自転車道ネットワークで結ぶ道路空間の整備。

3 環境文化の創造（ライフスタイル・イノベーション）
　　住宅への太陽光発電システムの普及拡大に向け、設置補助の実施や平成２４年度までに私立小学校６９校へ太陽光発電施設の設置、環境教育・学習を進めるため、「堺エコロジー大学」の設立

　

　さらに地元金融機関と提携し、環境関連金融商品の開発、環境関連イベントの共同実施など、地域全体で環境意識啓発に向けた取り組みが行われている。

	感想（まとめ）

本市へ生かせること等
	温室効果ガスの削減は全世界での共通の課題であり、堺市のように本市も地元の企業や大学等と連携して取り組んでいくべきではないかと感じました。また、温室効果ガス削減だけでなく環境を保全するためにはさまざまな取り組みが必要であり、「環境産業拠点都市形成」を標榜している本市も具体的な取り組みが求められているのではないかと思いました。


